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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第12期

第２四半期連結
累計期間

第13期
第２四半期連結
累計期間

第12期
第２四半期連結
会計期間

第13期
第２四半期連結
会計期間

第12期

会計期間

自  平成21年
     6月1日
至  平成21年
    11月30日

自  平成22年
     6月1日
至  平成22年
    11月30日

自  平成21年
     9月1日
至  平成21年
    11月30日

自  平成22年
    9月1日
至  平成22年
    11月30日

自  平成21年
     6月1日
至  平成22年
     5月31日

売上高 (千円) 1,288,2811,237,055653,413 552,1732,760,631

経常損失(△） (千円) △104,387△83,126 △33,741 △48,148△170,307

四半期(当期)純損失
(△)

(千円) △47,913 △99,449 △29,497 △55,758△276,073

純資産額 (千円) ― ― 1,327,368973,2591,098,189

総資産額 (千円) ― ― 1,720,5341,253,8991,479,222

１株当たり純資産額 (円) ― ― 18,296.6613,406.3515,157.33

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△）

(円) △661.53△1,373.08△407.27 △769.85△3,811.70

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 77.0 77.4 74.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 145,722△63,343 ― ― 45,854

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △70,787 △53,821 ― ― △55,666

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △66,911 △22,735 ― ― △80,324

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 955,605 713,324 858,762

従業員数 (名) ― ― 149 110 135

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期、第12期第2四半期連結累計（会計）期間及び第13期第2四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整

後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが、1株当たり四半期（当期）純損

失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

平成22年8月31日付けで、連結子会社であったアウングローバルマーケティング株式会社の株式を売却い

たしました。これに伴い、当社グループの事業のうち、クリエイティブ事業については当社事業グループか

ら除外され、当社グループはマーケティング事業のみを事業内容とすることとなりました。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

(注)　★は連結子会社

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社を設立し提出会社の関係会社となりました。

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

AUN　Korea Marketing,
INC.

大韓民国ソウル市 4億ウォン
マーケティ
ング事業

100.0役員の兼任  3名

亞文香港営銷事業股?有
限公司（AUN Hong Kong
Marketing Co.,Ltd.)

中華人民共和国
香港特別行政区

250万香港ド
ル

マーケティ
ング事業

100.0役員の兼任　1名

AUN Global Marketing
Pte.Ltd.

シンガポール共和
国

320万シンガ
ポールドル

マーケティ
ング事業

100.0役員の兼任　4名
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 110（17）

(注)　1. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数

で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 50（12）

(注)　 1.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載し

ております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　
(2) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

マーケティング事業 403,334 ―

クリエイティブ事業 ― ―

合計 ― ―

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  前述のとおり、クリエイティブ事業を担っておりましたアウングローバルマーケティング株式会社の全株式

を売却したため、当第2四半期連結会計期間よりマーケティング事業のみの単一セグメントとなっておりま

す。

　

(3) 受注実績

該当事項はありません。

　
(4) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

マーケティング事業 552,173 ―

クリエイティブ事業 ― ―

合計 552,173 ―

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

エン・ジャパン㈱ 90,631 13.9 171,423 31.1

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  前述のとおり、クリエイティブ事業を担っておりましたアウングローバルマーケティング株式会社の全株式

を売却したため、当第2四半期連結会計期間よりマーケティング事業のみの単一セグメントとなっておりま

す。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

当第2四半期連結会計期間（平成22年9月1日～平成22年11月30日）におけるわが国経済は、政府による経

済支援政策等により景況感に持ち直しの動きが見られたものの、失業率が高水準で推移し、足元の環境は依

然として厳しい状況であります。

　このような状況のもとで、当社グループは事業構造の転換と事業領域の拡大を重要な経営課題と認識し、

検索エンジンマーケティング（以下、「SEM」）領域から、グローバルコンサルティング領域へと事業を拡

大し、様々な施策を積極的に展開してまいりました。

　まず、国内におけるSEM領域においては、付加価値の高いサービスを提供すべく運営及び販売を推進してま

いりました。グローバルコンサルティング領域においては、グローバルマーケティング関連のサービスライ

ンナップの拡充をはかり、デジタル・ワールド調査最大手のコムスコア・ジャパン社と提携し、プロモー

ションのコンサルティングにおいて、同社の計測ツールを活用したサービスを開始いたしました。

　次に、海外においては、外国人向け観光情報Webサイト「Visit First」での広告販売を中心に積極的に営

業活動を展開いたしました。平成22年9月1日に設立した香港拠点である亞文香港営銷事業股?有限公司や

韓国拠点のAUN Korea Marketing,INC.も営業拠点として機能し、着実に成果を上げ始めております。また、

平成22年11月1日には、5箇所目となるAUN Global Marketing Pte.Ltd.をシンガポールに設立し、海外拠点

の中核とするべく、統括機能体制の構築を行っております。広告販売枠獲得のための営業活動を強化するた

めに、各拠点向けの「Visit First」も新たにオープンし、さらなるコンテンツの充実を図ってまいります。

直近の新しいサービスとしては「VFクーポン」を開始し、順調に契約数も推移しており、サイト利用者に

とってもメリットのある内容を引き続き拡大してまいります。

　こうした国内外での取り組みにより、売上に関しては、クリエイティブ事業を担っていた当社連結子会社

が連結対象から外れたことにより、前年同期と比べ減収となりましたが、概ね計画通り推移しております。

また、利益面に関しては、一層の経費圧縮に努めてまいりましたが、国内において高付加価値サービスへの

転換の遅れが影響し、計画に対して下回る結果となりました。

　以上の結果、当第2四半期連結会計期間におきましては、売上高は552百万円（前年同期比15.5％減）、営業

損失は49百万円（前年同期は営業損失35百万円）、経常損失は48百万円（前年同期は経常損失33百万円）、

四半期純損失は55百万円（前年同期は四半期純損失29百万円）となりました。

　なお、セグメントの業績については、クリエイティブ事業を担っていた当社連結子会社が、平成22年8月31

日をもって連結対象から外れ、当第2四半期よりマーケティング事業のみの単一セグメントとなったため、

記載を省略しております。
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(2)　財政状態の分析

(資産)

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて18.4％減少し、1,056百万円となりました。これは、主に配当金の支

払による現預金の減少、売掛金の減少によるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて6.9％増加し、197百万円となりました。これは、主に無形固定資産

の増加によるものであります。

　(負債)

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて24.1％減少し、275百万円となりました。これは、主に買掛金の減少

によるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて70.6％減少し、5百万円となりました。これは、主に退職給付引当金

の減少によるものであります。

　(純資産)

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて11.4％減少し、973百万円となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの分析

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の四半期末残高は713

百万円となりました。当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は、55百万円(前年同期は148百万円の収入）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純損失48百万円、貸倒引当金の減少額3百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は、19百万円（前年同期は27百万円の収入）となりました。これは主に、敷金

及び保証金の回収による収入15百万円、長期貸付金の増減による収入5百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は、4百万円（前年同期は2百万円の支出）となりました。これは主に、配当金

の支払額4百万円によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000

計 240,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年1月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 72,428 72,428
東京証券取引所
（マザーズ）

(注)１

計 72,428 72,428 ― ―

(注) 1.株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。また、単元株制度を採用しておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権に関する記載は

次のとおりであります。

　

　平成16年11月11日臨時株主総会決議(平成16年12月22日取締役会決議)に基づく新株予約権の付与

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年11月30日)

新株予約権の数 130（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,600　（注）１，６

新株予約権の行使時の払込金額 1,100　（注）２，６

新株予約権の行使期間 自　平成18年11月12日　至　平成26年11月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格：1,100
資本組入額：550　（注）６

新株予約権の行使の条件 （注）３，４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注） １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議から退職等の理由により権利

を喪失した者の当該数を減じております。

　２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による1円

未満の端数は切上げる。

調整後
振込金額

　
調整前
振込金額

　 1

＝ × ―――――――――

　 　 分割・併合の比率

　　　　　　また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合を除く。）は、次の算式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上

げる。

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×

既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

―――――――――――――――――

新規発行前の株価

――――――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　　　　   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「1株当たり払込金額」を「1株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

　３．（1）新株予約権の行使は、行使しようとする新株予約権または新株予約権者について、後記に定める消却事

由が発生していないことを条件とし、消却事由が生じた新株予約権の行使は認めないものとする。ただし、取

締役会の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

　（2）各新株予約権の行使に当たっては、新株予約権１個の一部についてこれを行使することはできないも

のとする。また、新株予約権の行使の結果、新株予約権者に対して発行される株式数は整数でなければならず、

１株未満の端数の部分については、株式を割り当てないものとする。

　４．新株予約権の消却事由及び条件

　（1）新株予約権者が、当社の取締役、執行役員、従業員もしくは監査役（当社が将来において子会社を設立

した場合は、当社子会社の取締役、執行役員、従業員もしくは監査役を含むものとする。）のいずれの身分にも

該当しなくなった場合は、残存する当該新株予約権全部を無償で消却することができる。

　（2）新株予約権者が、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に違反した場合、当社

は、当該新株予約権者が有する未行使の新株予約権全部について、いつでもこれを無償にて消却することがで

きる。

　５．新株予約権の譲渡、質入れその他の処分を行うことはできない。

　６．平成16年12月22日開催の取締役会決議により、平成17年1月6日付で1株につき5株に、平成17年12月22日開催

の取締役会決議により、平成18年2月1日付で1株につき4株に株式分割を行っております。これに伴い、新株予

約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

の調整を行っております。

　７．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額は、臨時株主総会決議における新株発

行予定数および行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び払込金額

を減じております。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年11月30日 － 72,428 － 339,576 － 470,576

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

信太 明 東京都文京区 35,527 49.05

MORGAN WHITEFRIARS EQUITY
DERIVATIVES
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレー
ト銀行決済営業部）

1209 ORANGE STREET.WILMINGTON,
DELAWARE DE 19801 USA
（東京都中央区月島4丁目16-13）

4,920 6.79

棚橋 繁行 東京都豊島区 2,350 3.24

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 900  1.24

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 900 1.24

小松崎 榮 東京都新宿区 780 1.08

渡邉 紀章 東京都豊島区 663  0.92

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2－10 493 0.68

坂田 崇典 神奈川県横浜市神奈川区 431 0.60

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内1-11-1 422 0.58

計 ― 47,386 65.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ―

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　72,428 72,428 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 72,428 ― ―

総株主の議決権 ― 72,428 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　6月 　7月 　8月 　9月 　10月 　11月

最高(円) 33,95026,00021,80025,50017,90019,700

最低(円) 21,50018,21017,04016,91015,31015,270

(注)  株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役/代表執行役員
Ｒ＆Ｄグループ担当

代表取締役/代表執行役員
ランゲージ＆メディアグルー

プ担当
信太 明 平成22年10月1日

取締役/常務執行役員
マーケティンググループ兼
アウン沖縄ラボラトリーズ兼
アウンコリアマーケティング

担当

取締役/常務執行役員
マーケティンググループ担当

棚橋 繁行 平成22年9月1日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年9月1日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期連結

累計期間（平成21年6月1日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年9月1日から平成22年11月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成22年6月1日から平成22年11月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年9月1日

から平成21年11月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年6月1日から平成21年11月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年9月1日から平成22年11月30日まで)

及び当第２四半期連結累計期間(平成22年6月1日から平成22年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 713,324 858,762

受取手形及び売掛金 288,801 366,010

仕掛品 206 10,574

未収還付法人税等 － 13,834

繰延税金資産 21,844 22,101

その他 32,751 26,904

貸倒引当金 △276 △3,456

流動資産合計 1,056,651 1,294,731

固定資産

有形固定資産

建物 18,392 18,423

減価償却累計額 △4,891 △3,379

建物（純額） 13,501 15,044

工具、器具及び備品 40,904 40,624

減価償却累計額 △24,032 △20,999

工具、器具及び備品（純額） 16,871 19,624

有形固定資産合計 30,373 34,668

無形固定資産

のれん 2,949 －

ソフトウエア 41,876 24,836

無形固定資産合計 44,825 24,836

投資その他の資産

投資有価証券 39,878 43,423

敷金及び保証金 65,219 79,729

その他 16,951 1,833

投資その他の資産合計 122,049 124,985

固定資産合計 197,247 184,491

資産合計 1,253,899 1,479,222
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 197,857 252,459

未払費用 35,613 48,661

未払法人税等 1,187 558

未払消費税等 10,005 －

前受金 11,545 22,755

受注損失引当金 － 53

その他 19,089 38,350

流動負債合計 275,298 362,839

固定負債

退職給付引当金 － 12,194

その他 5,342 5,999

固定負債合計 5,342 18,194

負債合計 280,640 381,033

純資産の部

株主資本

資本金 339,576 339,576

資本剰余金 470,576 470,576

利益剰余金 167,465 288,643

株主資本合計 977,617 1,098,795

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,276 △878

為替換算調整勘定 △5,345 △101

評価・換算差額等合計 △6,622 △980

少数株主持分 2,263 374

純資産合計 973,259 1,098,189

負債純資産合計 1,253,899 1,479,222
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年６月１日
 至 平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
 至 平成22年11月30日)

売上高 1,288,281 1,237,055

売上原価 1,020,126 1,027,581

売上総利益 268,155 209,473

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※1
 372,981

※1
 292,290

営業損失（△） △104,826 △82,817

営業外収益

受取利息 308 339

還付加算金 3,115 579

解約手数料等 － 1,069

未利用チケット収入 1,134 －

未払配当金除斥益 － 684

その他 166 746

営業外収益合計 4,724 3,419

営業外費用

支払利息 1,245 111

為替差損 806 2,065

投資有価証券評価損 1,649 1,529

その他 584 21

営業外費用合計 4,284 3,728

経常損失（△） △104,387 △83,126

特別利益

貸倒引当金戻入額 771 －

移転補償金 82,551 －

特別利益合計 83,323 －

特別損失

固定資産除却損 549 －

事務所移転費用 18,867 －

子会社株式売却損 － 16,057

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 705

特別損失合計 19,417 16,763

税金等調整前四半期純損失（△） △40,481 △99,889

法人税、住民税及び事業税 359 290

法人税等還付税額 △377 －

法人税等調整額 13,879 256

法人税等合計 13,861 547

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △100,437

少数株主損失（△） △6,429 △987

四半期純損失（△） △47,913 △99,449
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　【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年９月１日
 至 平成21年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日
 至 平成22年11月30日)

売上高 653,413 552,173

売上原価 517,907 469,934

売上総利益 135,505 82,238

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※1
 171,244

※1
 132,002

営業損失（△） △35,738 △49,763

営業外収益

受取利息 38 129

還付加算金 3,110 363

解約手数料等 56 1,037

未利用チケット収入 672 －

未払配当金除斥益 － 684

その他 43 130

営業外収益合計 3,919 2,345

営業外費用

支払利息 729 54

為替差損 706 676

その他 487 0

営業外費用合計 1,922 730

経常損失（△） △33,741 △48,148

特別利益

貸倒引当金戻入額 789 －

特別利益合計 789 －

税金等調整前四半期純損失（△） △32,952 △48,148

法人税、住民税及び事業税 △4,403 90

法人税等還付税額 △377 －

法人税等調整額 3,175 7,640

法人税等合計 △1,606 7,730

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △55,878

少数株主損失（△） △1,848 △119

四半期純損失（△） △29,497 △55,758
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年６月１日
 至 平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
 至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △40,481 △99,889

減価償却費 10,397 11,059

のれん償却額 26,134 263

子会社株式売却損益（△は益） － 16,057

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 705

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 △3,180

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,287 △144

受注損失引当金の増減額（△は減少） 988 △7

投資有価証券評価損益（△は益） 1,649 1,529

受取利息及び受取配当金 △308 △339

支払利息 1,245 111

移転補償金 △82,551 －

固定資産除却損 5,731 －

売上債権の増減額（△は増加） 28,299 35,659

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,067 △2,811

仕入債務の増減額（△は減少） 22,897 △36,724

その他 △5,894 1,442

小計 △42,268 △76,266

移転補償金の受取額 82,551 －

利息及び配当金の受取額 308 300

利息の支払額 △1,244 △111

法人税等の支払額 △1,563 △165

法人税等の還付額 107,938 12,898

営業活動によるキャッシュ・フロー 145,722 △63,343

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,200 －

定期預金の払戻による収入 2,502 －

投資有価証券の取得による支出 △10,000 －

投資有価証券の売却による収入 600 180

有形固定資産の取得による支出 △34,780 △280

無形固定資産の取得による支出 △3,827 △23,549

敷金及び保証金の差入による支出 △61,679 △1,994

敷金及び保証金の回収による収入 37,597 15,289

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △49,466

その他 － 6,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △70,787 △53,821
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年６月１日
 至 平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
 至 平成22年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,498 －

リース債務の返済による支出 △259 △637

配当金の支払額 △23,153 △22,098

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,911 △22,735

現金及び現金同等物に係る換算差額 467 △5,537

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,490 △145,437

現金及び現金同等物の期首残高 947,114 858,762

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 955,605

※1
 713,324
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年6月1日  至  平成22年11月30日)

１  連結の範囲に関する事項の

変更

　第１四半期連結会計期間より、新たに設立した台灣亞文營銷事業股?有限公司

を連結の範囲に含め、平成22年8月31日付でアウングローバルマーケティング株

式会社の全株式を売却したため連結の範囲から除外しております。また、当第２

四半期連結会計期間より、AUN Korea Marketing,Inc.及び亞文香港営銷事業股

?有限公司並びにAUN Global Marketing Pte.Ltd.を新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

　変更後の連結子会社の数は、6社であります。

２  会計処理基準に関する事項

の変更

(1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。

なお、これによる当第２四半期連結会計期間の連結財務諸表への影響は軽微で

あります。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準

第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第22号 平成20年12月26日）「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改

正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20

年12月26日）を適用しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年6月1日  至  平成22年11月30日)

(四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

(四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年6月1日  至  平成22年11月30日)

１  固定資産の減価償却費の算

定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

 

【追加情報】

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

アウンコンサルティング株式会社(E05527)

四半期報告書

22/32



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
(平成22年5月31日)

――――――― ―――――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年 6月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年 6月 1日
至  平成22年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 　　　　　　　 　155,624千円

のれん償却 　　　　　　　  26,134千円

退職給付引当金繰入額 　　　　 698千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 　　　　　　　 　　　114,453千円

地代家賃　　　　　　　　　　　 29,813千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　276千円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 　　　　　　　　　76,589千円

のれん償却 　　　　　　　　13,067千円

退職給付引当金繰入額 　　　　　85千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 　　　　　　　　　　49,462千円

地代家賃　　　　　　　　　　 14,019千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　276千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年 6月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年 6月 1日
至  平成22年11月30日)

※1 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成21年11月30日現在)

現金及び預金 972,781千円

計 972,781千円

預入期間が３か月超の定期預金 △17,175千円

現金及び現金同等物 955,605千円

※1 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年11月30日現在)

現金及び預金 713,324千円

現金及び現金同等物 713,324千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年11月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年6月1日  

至  平成22年11月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 72,428

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) －

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月21日
取締役会

普通株式 21,728 300平成22年5月31日 平成22年8月6日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年9月1日  至  平成21年11月30日)

　

　
SEM事業
(千円)

クリエイティ
ブ事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

596,79956,613653,413 ― 653,413

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

4,719 2,326 7,045 7,045 ―

計 601,51858,940660,459 7,045 653,413

営業損失(△) △13,200△22,806△36,007 △268 △35,738

(注)  1 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2 各区分の主なサービス

SEM事業・・・SEO、P4P、その他

クリエイティブ事業・・・Webサイト制作、紙媒体制作

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年6月1日  至  平成21年11月30日)

　

　
SEM事業
(千円)

クリエイティ
ブ事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,158,709129,5711,288,281 ― 1,288,281

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

8,206 4,306 12,512 12,512 ―

計 1,166,916133,8771,300,79312,5121,288,281

営業損失(△) △45,548△59,538△105,086 △259 △104,826

(注) 1 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2 各区分の主なサービス

SEM事業・・・SEO、P4P、その他

クリエイティブ事業・・・Webサイト制作、紙媒体制作 

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年9月1日  至  平成21年11月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省
略しております。
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年6月1日  至  平成21年11月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省
略しております。
　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年9月1日  至  平成21年11月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年6月1日  至  平成21年11月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

アウンコンサルティング株式会社(E05527)

四半期報告書

25/32



　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

  当社グループは、グローバル・マーケティング・カンパニーとして英語・中国語・日本語など多言語に

よるマーケティング戦略全般を提供しており、「マーケティング事業」と「クリエイティブ事業」から構

成されております。「マーケティング事業」では、SEMを主としたマーケティング分野のサービスを提供し

ております。「クリエイティブ事業」では、英語・中国語・日本語などの多言語におけるWeb制作に特化し

たサービスの提供を行っておりましたが、平成22年8月31日付で同事業を担っておりましたアウングローバ

ルマーケティング株式会社の全株式を売却し連結対象外としました。したがって、当第２四半期連結会計期

間より「マーケティング事業」のみの単一セグメントとなっております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年6月1日  至  平成22年11月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

マーケティ
ング事業

クリエイ
ティブ事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,178,09358,9611,237,055－ 1,237,055－ 1,237,055

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,630 3,704 6,335 － 6,335 6,335 －

計 1,180,72462,6661,243,390－ 1,243,3906,3351,237,055

セグメント損失 △78,871△3,960△82,831 － △82,831 △14 △82,817

(注) １．  セグメント損失の調整額△14千円は、棚卸資産の調整額であります。

２．  セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

当第２四半期連結会計期間より、当社グループはマーケティング事業のみの単一セグメントとなったた

め、記載を省略しております。
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３  報告セグメントの変更等に関する事項

平成22年8月31日付でクリエイティブ事業を担っておりましたアウングローバルマーケティング株式会

社の全株式を売却し連結対象外としたことにより、当第２四半期連結会計期間よりマーケティング事業の

みの単一セグメントとなっております。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　  該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

該当事項はありません。　

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
(平成22年5月31日)

　 　

　 13,406.35円
　

　 　

　 15,157.33円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
(平成22年5月31日)

純資産の部の合計額(千円) 973,259 1,098,189

普通株式に係る純資産額(千円) 970,995 1,097,814

差額の主な内訳(千円) 　 　

  少数株主持分 2,263 374

普通株式の発行済株式数(株) 72,428 72,428

普通株式の自己株式数(株) － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 72,428 72,428

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年 6月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年 6月 1日
至  平成22年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 661.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 - 円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 1,373.08円　　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

- 円

同左 　
　

(注)  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年 6月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年 6月 1日
至  平成22年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △47,913 △99,449

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △47,913 △99,449

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 72,428 72,428

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－ －
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 407.27円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 - 円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失金額 769.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 - 円

同左
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △29,497 △55,758

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △29,497 △55,758

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 72,428 72,428

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－ －

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　  該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年1月14日

アウンコンサルティング株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菅　原    隆　志    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉　澤    祥　次    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥　羽    正　浩    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアウ

ンコンサルティング株式会社の平成21年6月1日から平成22年5月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成21年9月1日から平成21年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年6月1日から平

成21年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アウンコンサルティング株式会社及び連結子

会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年1月14日

アウンコンサルティング株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菅　原    隆　志    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　橋    一　生    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥　羽    正　浩    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアウ

ンコンサルティング株式会社の平成22年6月1日から平成23年5月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成22年9月1日から平成22年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年6月1日から平

成22年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アウンコンサルティング株式会社及び連結子

会社の平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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